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日 治'土 会 零 £ 空巳

イギ リスにお ける人事査定制度

遠 藤 公 嗣☆

IndividualPerformanceRelatedPaySystemsinBritain

KoshiEndo

は じめに

私 は 、ア メ リカ合 衆国 にお け る人 事査 定制 度 の現状 につい て 、ア メ リカ合 衆国 で実 施 され た様 々な

各 種 の調査 報 告書 に依拠 し、その9つ の特 徴 を描 き出 した(遠 藤 公嗣[1999:第2章])。 もっ とも、

私 が収 集 で きた調査 報告 書 にお け る調 査 の実施 時期 は1980年 代 が多か った か ら、その状 況 は1980年

代の状 況 が 中心で あ って 、1990年 代 の それ では ない。

では 、イ ギ リスにお け る人事査 定 制度 の 現状 は どうなのか。 ところでイ ギ リスで は、 「人 事査 定制度

に よ って個別 従業 員の 昇給 に格差 が あ る給 与形 態」 をIndividualPerformanceRelatedPay(IPRP)と

呼ぶ こ とが 多い。 とす る と、 この問 い は、IPRPの 現 状 は ど うなのか 、 とい う問い に言 い換 える こ とも

で きる。 また イ ギ リスは 、労 働組 合 に よ る労働 条件 の規制 が伝 統 的 につ よい 国 と して 、 日本 に は知 ら

れ て きた。そ の イ ギ リス に 、人事 査 定制度 な い しIPRPが 導 入 され たの であ る。 とす る と、それ に対 し

て労働組 合 は どの よ うな政策 や 態度 を とったの か。 これ らの諸 点 は興 味深 い研 究課 題 で あ り、 これ に

つ い て ささや か なが ら解 明す るこ とが 、本論 文 の 目的 で ある。

す で にイ ギ リスで は 、 このテ ーマ に っい て多 数 の調 査 報告 書や 研究 論文 ・研 究 著書 が これま で に刊

行 され て い る。私 は 、本テー マ の研 究期 間 に 、 これ ら文献 の収集 に努力 し、ま た実際 にも多 くの文 献

を収集 で きた。 した が って本論 文 では 、収集 した これ らの文 献 に主 と して依拠 して 、 この テー マに接

近 したい。 ま た 日本 で も、この テー マ にっ い ての研 究文 献の い くつ かが 、す で に刊行 され てい る。 た

とえば、石 田光 男[1990:第5章]、 木元 進一郎[1994]、 黒 田兼一[1994a、1994b]、 熊 沢誠[1997:222-225]

で あ る。 これ ら既 存 の研 究 で紹介 され て こなか った実 情の側 面 に、本 論文 では 注 目 したい。

この よ うな研 究テ ー マ にっい て は、現 地 のイ ギ リス に立地す るイ ギ リス企 業の事 務所や 工場 を訪問

した 調査 、 い わゆ る フ ソール ドワー ク調 査 が きわ めて重 要で あ る。 しか し本 テーマ の研 究期 間 の うち

では 、それ は部分的 に は実施 で きた ものの 、本 格的 には実施 で きなか った。他 日を期 した い。 なお 幸

☆経営学部教授
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遅 にも、私のイギ リスにおける在外研究が近い将来に予定されているので、その機会に実施できれば

幸いである。

なお、当然なが らも、本論文の研究は、私がこれまでに実施 した研究の成果の うえに行われたので、

それ ら研究成果にもとついて、私の考察を加 えることになる。私は、 日本およびアメリカ合衆国の労

働諸問題についての研究に主に従事 して きたので、その研究成果からの考察である。

1査 定制度の現状

イ ギ リス にお け る査定 制度 は 、 どの程 度 の 普及 をみせ てい るのか。 様 々な調査 が実施 され て きてお

り、 と りわ けて も1990年 代 にな る と、 多数の調 査 が実施 され た。 その 中か ら、 これ まで 日本 で紹 介 さ

れた こ とが な く、 しか し、 その実 情 をよ く しめす調 査結果 のい くつ かを紹介 しよ う。

1-1WorkplacelndustrialRelationsSurvey,1990

最初 に 、普及 の 全 体像 が よ くわか る調査 の結 果で あ って、 また、 もっ とも大規模 で信頼 のお け る調

査 の結 果 を紹 介 しよ う。 そ れ はWorkplaceIndustrialRelationsSurvey,1990の 調 査結 果 で あ る

(Millwardetal.[1992])。 この調 査は 、ACASな ど政府機 関が スポ ンサーに なって実施 された もの で、

▲980年 と1984年 に実施 された 同様 な調査 の1990年 バー ジ ョンの意味 もある。 主 な調査項 目は、職 場

レベル の労使 関係 に関連 す る諸項 目で あ った。 それ ら調 査頃 日の 中に、給与 についての 項 目が とくに

立て られ た た め、そ こで人事 査 定制度 の普及度 に つい ての調査結 果が 得 られ る こ ととな った。 人事 査

定 制度 の導入 が給与 形態 に変 化 を与 え っつ ある こ とがイ ギ リスで注 目され ていた か ら、 この項 目が と

くに立 て られ たの で あろ う。

調査 の対 象 とされ た従業 員 は、民 間企 業従 業員 と公務 員 な ど公共 部門従業員 を ともに含む。 さらに、

両者 は しば しば 区別 され ない で 、その 集計結 果 が示 され る。 両者 の区別 を意識 しない ことは、 日本の

労働 調 査で は あま り考 え られ ないが 、イ ギ リスの労働調 査で は しば しばある ことで ある。

図表1-1は 、イ ギ リスで実 施 され て い る報奨 給与制度 の形 態分類 であ る。なお 図表1-1は 、民間企

業従 業員 と公 共部 門従業 員 を区別 して いない。

図表1-1に よ る と、人 事査 定制度 に よって個別 従業 員の昇給 に格 差 がある給与形態は 、やや古 い用

語 のMeritpayで 示 され てい る。 これ を人 事査 定賃金 と呼ん でお こ う。 それ は全従業員の340/oに 支払

われ て い る((b)、 図 表の第1行 第3列)。 図 表の 第3列 をタテにみ てい くと、従業員の職種別 に、普

及 度が 異 な る こ とが わか る。生 産 労働者 の 普及度 が低 いが 、その 中で も、熟練度 が低 い と普及度 も低

い(図 表 の 第2-4行)。 他方 、事務 労働 者や 専 門職者 ・管理職 者で普 及度が高い(図 表の第5-9行)。
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図表1-1報 奨給与制度の形態分類(職 業別、1990)
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注:表 顕1

どのような報奨給与でもノ 個人出来高賃金(a)/人 事査定賃金(b)/(a)か(b)の どちらか

/集 団出来高賃金(c)/事 業所または組織のボーナス(d)/(の か(d)の どちらか/

表側:全 従業員

不熟練労働者

半熟練労働者

熟練労働者 、

事務/管 理/秘 書

監督職

下級の技術者/専 門家

上級の技術者/専 門家

中級ない し上級の管理職者

出所:h{illward、etal.[1992:260]

出 来 高 に よっ て 個 別 従 業 員 の 昇 給 に格 差 が あ る給 与 形 態(個 人 出来 高賃 金)は 、伝 統 的 用 語 の

1ndividualPBR(PaymentbyResult)で 示 されて い る。 この 形態 は、全 従業 員の27%に 支払 われ てい る

((a)、 図 表 の第1行 第2列)。 この 給与形 態 は古 くか らあ る もので あ るが、興味深 い こ とに 、1990年

とい う調 査時 点 です で に 、人事 査定 制度 に よって個別 従 業員 の昇給 に格差 が あ る給 与形 態(人 事査 定

賃金)よ りも、普及 度 で劣 って い る。

もっ とも、 生 産労働 者 にお いて は 、出来 高 に よって個別 従 業員 の昇 給 に格差 が ある給 与形態(個 人

出来高賃金)の 普及度は12-22%で あって高く、人事査 定制度 によって個別従業員の昇給 に格差がある

給 与形態(人 事査定賃金)の 普及度 と、ほぼ等 しい水準である。さらに、従業員グループの昇給に(す

なわち、個別従業員の昇給に、ではな く)出 来高に よって格差がある給与形態(団 体出来高賃金)は

GroupPBRで 示 され るが((c)、 図表の第1行 第4列)、 その生産労働者における普及度は10-15%で

あって、それ な りの数値である。個人出来高賃金の普及度である12-22%と 、団体出来高賃金の普及度
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であるIO-lso/・は、おそ らくは重複する従業員が多 く、両者の単純合計の数値 よりも、実際の普及度は

ずっと低い数値 となる と思われる。 しか し、個人 であれ団体であれ出来高賃金 の普及度が、イギ リス

の生産労働者ではなお相当に高いことを知ることがで きる。

ここで 「なお」 と述べたのは、この点が 日本の事情 と大きく異なるからであ る。 日本では、第二次

世界大戦の戦前 と戦後で、出来高賃金(個 人出来高賃金 と団体出来高賃金をあわせて考 えている)の

普及度が大きく変化 したことが知 られている。戦前は相 当に普及 していたが、戦後は普及度が激減 し

たのである。

すなわち氏原正次郎によれ ば、戦前1940年 の製造業にお ける出来高賃金制度 を適用 された労働者比

率 でみると、全体では、男性労働者の26.65%、 女性労働者の51.06%に 適用された。 もっとも、業種

間で比率に差が大 きく、たとえば金属 工業では、男性55.70%女 性29.90%で あ り、紡績工業では男性

4.66%女 性64.24%で あった。また工場別でみると、その42.4%に 出来高賃金制度があった(氏 原正

次郎[1966:79L80])。 ところが仁田道夫による と、戦後の1949年 には製造業 における労働者 の44.7

%に 適用 され戦前 とほぼ同程度であった ものの、その・後は減少 しっっけ、1970年 に12,3%で あった。

また、出来高賃金が給与全体に占める比率 も、1970年 代には1%台 に低下 した(仁 田道夫[1993:19])。

戦後は、出来高賃金の普及度が激減 したのである。

このよ うに、戦前か ら戦後にか けて、出来高賃金の普及度が激減す るとい う大 きな変化 をみせた…

っ の理由は、生産労働者への月給制の導入である。 ホワイ トカラー(戦 争直後の用語では職員)の 給

与形態であった月給制が、生産労働者に も適用 されるよ うになったのである。 月給制を生産労働者に

も適用 させ るこ とは、当時の生産労働者の、そ して労働組合の、っ よい要求であった。彼 らは 「工職

平等」 を、すなわち生産労働者 とホワイ トカラーが企業内で平等 に人事処遇 され ることを、つ よく要

求 した。その象徴的な要求が、月給制の要求であ り、生産労働者はそれ を勝 ち取った。彼 らが 「二■職

平等」 をっよく要求 したのは、それが、彼 らの理解 した 「戦後民主主義」であったか らである(遠 藤

公嗣[1995]、 二村一夫[1994])。

月給制を労働者が勝 ち取 ったことは、いわゆる年功賃金 を労働者が勝 ち取った ことを意味 した。そ

の象徴的な争議 と賃金体系が、有名な電産争議であ り電産賃金 体系であった。 ところで、出来高賃金

は 「仕事給」(仕 事を指標 に賃金額を決定す る賃金のこ と。出来高賃金は、仕事 〈σ)成果〉を指標 に

賃金額 を決定す る賃金の こととなる)の 一種であ るが、年功賃金は 「属人給」(労 働者の属性(年 齢

や勤続年数な ど)を 指標 に賃金額 を決定す る賃金のこと)の 一種である。そ して 「属人給」は、ig20-30

年代の古いスタイルの人事査定制度、す なわち、 「や る気」やf協 調性」などの 「情意」の評価要素

を重視する人事査定制度 を、導入 しやすい。事実 、電産賃金体系において、戦後初 めて人事査定制度

が導入 され、その人事査定制度は、年功賃金 とともに、 日本全体の他の労使関係へ も急速に普及 した。

その人事査定制度 は、古いスタイルの、 「情意」の評価要素 を重視す る人事査定制度であった。

日本では、出来高によって個別従業員の昇給に格差が ある給与形態すなわち出来高賃金か ら、人事

査定制度によって個別従業員の昇給に格差がある給与形態への転換は、第二次世界大戦直後に 「戦後
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民主主義」の一環 として急速 にすすんだ。 ところが、そのよ うな歴史をもたなかったイ ギリスでは、

1990年 で もなお、生産労働者における出来高賃金の普及度が相当に高いのである。

図表1-1に 戻ろ う。

どの ような形態 であれ、報奨給与がある従業員は、全体の52%で ある(図 表の第1行 第1列)。 し

たが って、人事査定制度に よって個別従業員の昇給に格差がある給与形態が340/oで あることは、報奨

給与が ある従業員の中の約65%(す なわち、34%:52%)が 人事査定制度に よって個別従業員の昇給

に格差がある給与形態を とることがわかる。1990年 のイギ リスにおいては、人事査定制度の普及度は

すでに高いとい ってよい。

1-21PM/NEDOSurvey,1991

1nstituteofPersonnelManagement(IPM)とNationalEconomicDevelopmentOffice(1,EDO)1ま

共 同 して、1991年 に報奨 給 与 をア ンケー ト調査 した。 な おIPItは 、イ ギ リスに お ける人 事労務 管理 の

専門 家団 体 であ り、様 々 な調 査 を実施 す る とと もに、多様 な刊行 物 を持 ってい る。 その後 、Institute

ofPersonnel&Development(IPD)と 名 称 を変更 し、さらに最近 では 、CharteredlnstituteofPersonnel

&Development〈CIPD)と 名 乗 る よ うに な った。 人 事 労務 管理 の 専門 家団 体 と して は、イ ギ リス最 大で

あ る の は も ち ろ ん 、 ヨー ロ ッパ 最 大 の 会 員数 を誇 る と い う。 ま たNEDOは 、NationalEconomic

DevelopmentCounci1の 事 務 局で あ る。NationalEconomicDevelopmentCounci1は イ ギ リスの経 済的

パ フ ォー マ ン スを評 価 し発 展 させ るため の、 イ ギ リスの政 府 ・経営 者 ・労 働組 合 の代 表 を主 な構成 員

と した 共 同組織 で あ る。

この調 査報告 書 は 、民間企 業iや公 共部 門組織 ・地 方政府 を等 しく対 象 と して、 それ らの1000に ア ン

ケ ー ト用紙 を郵 送 し、360の 有 効回 答 を得た結 果 の分析 で あ る。民 間企業 従 業員 と公 共部 門従 業員 が等

しく対象 とな って い る。 この調 査の 定義 す る 「報 奨給 与 」 は、 人事査 定 制度 に よって個別 従 業員 の 昇

給 に格 差が あ る給与 形 態(人 事 査定 賃金)、 出 来 高に よ って個別 従業 員 の昇 給 に格差 が あ る給 与 形 態

(個 人 出来高 賃金)、 従 業 員 グル ープの 昇給 に出来 高 にょ って格 差が あ る給 与形 態(団 体出来 高賃 金)、

の 三 者 で あるが 、最 初 の 「人事 査定 制度 に よって個 別 従業 員 の昇給 に 格差 が あ る給 与形 態」 す なわ ち

人 事 査 定賃 金 を集 中的 に調査 す るよ う企 図 され た。 そ の結 果 と して、 調査 報告 書 の約 半分 は 、 これ の

叙 述 に 当て られ て い る。 なお 「人事 査 定制 度 に よって 個別 従業 員 の昇 給 に格差 が ある給 与形態]は 、

か つて は昔 のア メ リカ合 衆 国 と同様 にMeritPayと 呼んで いた が、1990年 代 のイ ギ リスで はIndividual

PerformanceRelatedPay(IPRP)と 呼ぶ ことが多い。 この用 語は ア メ リカ合 衆国 にな く、 イ ギ リス独特

の もの で あ る。 この 調 査 で も、 「人事 査定 制度 に よ って個別 従業 員 の 昇給 に格 差が あ る給 与 形態 」 は

IPRPと 呼 ばれ るが 、 さ らに 、 しば しばlndividualを 省 略 しPerfortnanceRelatedPay(PRP)と 省 略

され て い る。 した がって 、1-2に お ける下掲 の図表 中 にPRPと のみ 記述 され てい て も、それ はIPRPの

意 味 で あ る。 この報 告書 に よ って、イ ギ リスのIPRPを み てみ よ う(CannellandWood[1992])。

図表1-2は 、1991年 時点 で回顧 した とこ ろの、IPRPの 導 入時期 を示 してい る。
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図表1-21PRP制 度の導入時期(1991年)
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縦 軸=組 織 比 率

出 所:CannellandWood[1992:45]

図表 の上段 はnon-manualemployeeの 場合 であ り、ホ ワイ トカラv-一層に相 当す ると考 えて よい。 図

表 の上段 によ ると、10年 よ りも前か らIPRPが 導入 された と回答す る企業i・組織 が32%も あ り、イ ギ

リスにお けるIPRPに 、 したが って人事査 定制度 に、長 い歴 史がすでに存在す るこ とを示 してい るだ ろ

う。他 方 、5年 未 満の前以 降に、IPRPの 導入 ・改訂 ・適 用拡張がな された と回答す る企 業 ・組 織は、

それぞれ27%、20%、11%で あるか ら、その合計 で58%で ある。 この58%と い う数値 は大きい と考 え
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るべ きで あろ うし、1980年 代後 半の イギ リスにおい て、IPRPな い しは人事査定制度 の普及が著 しか っ

た こ とを意味 す るであろ う。

図表 の下段 はmanualemployeeの 場合 であ り、生産労 働者層 に相 当す る と考 えて よい。 この生産労

働 者層 に ついて も、ホ ワイ トカラー層 よ りは程度 が低 い ものの、類似 した状況 があ った こ とがわか る。

な お、IPRPな い しは人事 査定 制度は、 これ ら制度 の性格 か らして毎年(の よ うに)っ ね に小改訂 を

受 け続 けてい るは ずで あ る。 とす る と、 「改訂」 の定 義は明 確でない。 お そ らくは 、 この調 査報告書

に おけ る 「改訂」 の意味 は 、調 査 の回答者 が 「改訂 」 と意識 した規模 の もの 、 との意味で あろ う。

図表i-3は 、IPRPの 適 用範囲 を示 してい る。

図表 仁31PRPの 適用範囲(1991年)
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表 頭:適 用範囲/民 間企業/公 共部門/製 造業/サ ービス業

表 側=

全 従業 員

全 ホ ワイ トカ ラー

一部 ホワイ トカラー

全(生 産)労 働者

一部(生 産)労 働者

サ ンプル数

出所:CannellandWood[1992:46]
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民 間企 業 でみ る と(図 表 の 第1列)、 ホ ワイ トカ ラーーー一層 の全 部に適 用 され るのは 、47%の 企業 ・組

織 で あ る。 す な わ ち、全 従業 員 へ適 用(28%)と 非生 産労働 者 す なわ ち ホ ワイ トカ ラー の全 部 に適 用

(19%)の 和 で あ る。 ホ ワイ トカ ラー層 の一 部へ の適用(21%)も 加 え る と、 民間企 業 の ホ ワイ トカ

ラー層 へIPRPを 適 用す る こ とは イギ リス の過 半 の企業 ・組織 で通 例 とな ってい る とい って よい。

とこ ろが公共 部 門で の適用 は 、ホ ワイ トカ ラー 層の 一部へ の適 用に とどま る(37%、 図表 の第3行

第2列)。 公共 部 門 でのIPRP導 入が 民間企 業のIPRP導 入 よ り遅 れ てい るこ とが示 され てい よ う。

生 産労働 者 層へ の適 用 は、ホ ワイ トカ ラー層 へ の適用 が ない企 業 ・組 織 では、少 ない とい って よい。

す なわ ち生 産労 働者 層へ の適 用は 、 ホ ワイ トカ ラー 層 に と どま らず 、全 従業貝 層 へ適用 され た 結果 と

して 生 まれ た、 と考 えるべ きで あ ろ う。 この状 況は 、民間 企業 で も公 共部 門 で も同様 であ る。

製 造 業 とサービス業 を比較 す ると、製 造 業 ではホ ワイ トカ ラー 層 のみ へ の適用 が多 いの に比較 して、

サービス業 では全 従業員 へ の適用 が 多い(図 表 の第3列 ・第4列)。 この状 況 の理 由は何 であ ろ うか。

製造 業 とサービス業 にお け る労働 組合 の組 織 率な ど、労働 組 合の 力の違 い に よって 、 この状 況は 生まれ

るの で あろ うか。 これ は、今 後の 重要 な研 究課題 で あろ う。

図表1-4は 、IPRPの 適用 程度 を、従 業員 カテ ゴ リー とセ クター別 にみ た状況 を示 して い る。

図表1-41PRPの 適用(従 業員カテ ゴ リー とセク ター 、1991年)
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表顕:適 用範 囲/民 間企業/公 共部門/製 造業/サ ービス業

表 側:

取 締役/重 役

管理耳赫…/専F弓 耳哉

秘書/事 務管理

プ ロセ スノ製造 助手

サ ンプル数

出所:CannellandW。od[1992:46]
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IPRPの 適用 程度 につ い て、 民間企 業 と公 共部 門 を比 較す る と、 どの 従業員 カテ ゴ リー にお いても、

民 間企 業が公 共 部 門の ほぼ2倍 ほど 高 い(図 表 の第1列 ・第2列 の比較)。 民間企業 にお けるIPRPの

導入 と適用 が 、公 共 部門 にお け るIPRPの 導入 と適 用 よ りも、進展 して いる こ とを示す であ ろ う。

と ころが、製 造 業 とサービス業 を比較す る と、違 い はほ とん どない(図 表 の第3列 ・第4列 の比較)。

導 入 と適 用の進 展 は、業種 で左 右 され ない といえ る。

図表1-5は 、IPRPの 普及 度 を、企業 ・組織 規模 と従業 員カテ ゴ リー別 にみ た状況 を示 してい る。

図 表1-51PRPの 普 及度(企 業 ・組織 規模 と従 業員カテ ゴ リー 、1991年)
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表顕:従 業員数

250以 下/251-500/501-1000/IOOI-5000/5001-10000/10001-2500b/25000超

表 側:

取 締 役/重 役

管理職/専rq職

秘 書/事 務管理

プ ロセ スノ製造 助手

サ ンプル数

t土}所:CannellandWood[1992:49]

全 体的 にい うな らば、 企業 ・組 織 規模 が異 な って も、IPRPの 普及度 が変 化す る こ とは少 な い、 とい

って よ いで あ ろ う。す な わ ち、企業 ・組織 規模 はIPRPの 普及度 に影響 しな い、 といってよ さそ うな調

査 結 果 であ る。 もっ とも、従業 員数1001-5000人 の企業 ・組織 でIPRPの 普及度 が 、その他 の従業 員数

の企 業 の普及 度 に比 べて 、やや 高 い かの よ うに も見 え る(図 表σ)第4列)。 これ が有意 味 なのか ど う

か、 私 は判断 す る知識 と情報 を もた ない。 全体 の調査 サ ンプル 数 が少な い くBaseの 数値 で示 され る、

この 図 表で は合 計 で358)の で、誤 差の 範囲 内 と考 える こともで きよ う。

この 調査結 果 は 、企業 ・組織 規模 はIPRPの 普及 度 に影 響す るで あろ うとの、調 査仮説 が あ り、それ
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を検証す るための 質 問項 目への回答 の集 計結 果で ある。 す なわち、 これ は調 査仮説 に反す る調査結果

で あ る。 おそ らくそ のため であ ろ うか、 この調査 結果 について、調査者 は考 察 を行 っていない。

しか し、 日本 の 状況 と比 較す る と、 この調 査結果 は きわめて興味深 い。 なぜ な らば 日本 で は、人事

査 定制度 の普 及度 は 、企業 規模 に大 き く影響 され る こ とが知 られ てい るか らであ る。 た とえば、労働

省 に よる平成8年 雇 用管理 調 査 の調査 結 果に よれ ば、 っぎの とお りであ った(労 働 省政策 調査 部編

[1996]、 引用 は、遠藤 公嗣[1999:4-5]に よる)。 あ き らか に、企業 規模 が小 さくな るにつれて人事

査定 制度 を持 ってい な い と回答 す る企業割 合が増加 す る。 お そ らくは 、人事 査定 制度 は大 企業にま ず

普及 し、 つづ いて 、規模 が小 さい企業へ も普及 した、または普及 しつ っあ る、 と推測 でき よ う。 なお 、

この調 査に おけ る企 業 とは、民 間企業 の ことで あって、公共部 門や地方 自治 体は含まれて いない。

従 業 員5,000人 以 上企 業

1,000-4,999人 企 業

300-999人 企 業

100-299人 企 業

30-99人 企 業

従 業 員30人 以 上企 業 の 計

97.1%の 企業で制 度が ある

96.5%の 企業で 制度が ある

91.2%の 企業 で制度 が ある

65.8%の 企 業で制度が ある

39.4%の 企 業で制度が あ る

49.9%の 企業で制度 があ る

なぜ イ ギ リスで は、企 業 ・組 織規模 は人事査 定制度 の普及度 に影響 せず 、 日本 では、影 響す るの で

あ ろ うか。 これ は興 味深 い研 究課題 で あろ う。 この研 究課題に気づ くこ とがで きたのは 、本 テーマ研

究の 成果の 一つで あ る と思 う。

1-3LGMBSurvey,1993

LocalGovernmentlfanagementBoard(LGI!B)は 、1993年 に業績管理 くPerfQrmance:fanagement)と 報

奨 給与(PerformanceRGlatedPay)に つい てのア ンケー ト調 査 を実施 した。 なお 、LGMBは 、 イギ リス

の地 方政府連 合 に よって設 立 され 、イ ギ リス全体 の地方政府 の利害 を代表す る機 関で あ り、地 方政府

の と くにマネ ジメ ン トと人 的資源 管理の諸 問題 にっ いて、地方政府を援 助す る ことを 目的 と してい る。

LGMBは 、その うちに調 査研究部 門 ももつ。

この調査 報告書 は、 イン グラ ン ドとウェール ズの449地 方政 府の うち279地 方政府か ら回 答 を得た

結果 の分析 で ある。 す なわ ち、回答率 は62.1%で あ る。調 査対象が 、いわば地方公務員 であ ることに

留意 したい。公 務 員 を対 象 とした この よ うな調 査は 、 日本では珍 しいで あろ うが、イギ リスでは珍 し

くない。1-1お よび1-2で 紹介 した調査 もまた公務 員 な ど公共 部門従業員 を対象 としていたが 、この調'

査 は、 その うちの地方公 務員 を対象 とした もの とい うこ とがで きる。

この調 査が定義 す る 「業績 管理」は 、政府全 体であれサービスであれ 、集団 であれ個人 であれ 、 目標

を設 定 し、の ちに 、そ の達成 度 を評価す る こと、 であ る。 また 「報奨給 与」の 定義は、r業 績 管理」

の結果 に給 与 を リン クさせ るこ と、であ る。 「報奨 給与」 の定義は あいまいで あ るが、人事 査定制度

に よって個 別従 業員 の昇給 に格 差が ある給 与形態(人 事査 定賃金)、 出来高 によ って個別従 業員 の昇
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給 に格 差 があ る給与形 態(個 人 出来高賃金)、 従 業員 グルー プの昇給 に出来 高 によって格差 があ る給

与形 態(団 体出来高 賃金)、 の三者 を含 む と考 え られ よ う。

この調 査報 告書 に したが って 、イギ リス地方公務 員の 「報奨給与」 の状 況が ど うな ってい るかをみ

よ う(LGMB[1994])。

図表1-6は 、 「報奨給 与」 を類 型 で区分 し、それ ぞれ の普 及度 を、地方公務員 の グ レイ ド別 で示 し

てい る。

図表1-6報 奨給与の類型別普及度(地 方公務員グ レイ ド別、1993)
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タテ軸 は 、 「あ り」 と回答 した地 方 政府 の数 であ る。 ヨコ軸は 、地 方公務 員の グ レイ ド別 で あ り、

地方公 務員 が6グ ル ー プに分類 され てい る。左 端 に置か れたChiefExecutiveが も っ とも高位の グ レ

イ ドで あ り、右 に移 るに した が って 、グ レイ ドが 下が る。Scale1-6Staffが もっ とも下位 の グ レイ ドで

あ る。

「報 奨給 与」 類型 は棒 グ ラフに表 現 され てい る。類 型 それ ぞれ の意 味 は、図 表の 下に あ る説 明文 し

か な く、類 型 の詳細 な定義 は調 査報告 書 に記述 され て いない。 ま た、イ ギ リス地方 公務 員の給 与制度

につ いて は、 これ ま で 日本 で よ く知 られ てい ない。 したが って、 その説 明 文のみ に頼 らざるをえず 、

図 表1-6の 情報が 貴 重で あるに もかか わ らず 、正確 に理解 で きな いの は残 念で あ る。

「報奨給 与 」類型 の うち、もっ とも多 いのは 、他 の ボーナ ス と… 緒に して支給 され ない、独 立 したf現

金 ボ ーナ ス」で あ る(類 型 の3番 目)。 この状 況は 、すべ ての グ レイ ドについ て指摘 で きる。 とい うよ

りも、 「報奨 給 与」 類型 のす べ てに つい て、 グ レイ ド間の 傾向 の差違 は ほ とん ど存在 しな い。 す な わ

ち 、 グ レイ ドに よって 「報奨給 与」類 型 が変化す るこ とは ない。

っい で多 いのは 「人事 査定 に もとつ く定期昇給 」(increment)で ある(類 型 の1番 目)。increment

の 用語 は、 イ ギ リスの 地 方政府公 務員 に 用い られ る専 門語 と思われ 、年 一回 定期的 に基本 給 が昇給 す

る ことを意味 す る と思 われ る(JonesandMorris[19S2:125-126]、IvanovicandCollil1[1997:122])。

しか し、 これ と 「高業 績へ報 い る付加 的昇給 」(ExtraIncrementsforHighPerformance類 型 の2番

目)と の意味 の違 いは 何か 、 さ らに 「よ り高い給 与増加 率」(Higher%SalaryIncrease類 型 の5番 目)

との 意味の違 いは何か 、 これ らは よ くわか らない。今 後 の研 究課題 であ ろ う。

図 表1-7は 、報奨 給 与の最 大増加 額 を示 してい る。 上段 は、制度 上にお け る基本給 の最 大増加額 で

あ る。 表顕 は、最 大増 加 額が基 本給 の何 パ ーセ ン トを 占め るか で示 し、表側 は 、公 務 員グ レイ ドであ

る。 上位 グ レイ ドか ら下位 グ レイ ドへ の順 に並ぶ 。下 段は 、給 与明細 書に おい て、実 際に 支払 われ る

最 大増加 額 で あ る。 表顕 は 、最大 増加 額が 給 与明 細書 の何 パーセ ン トを占め るかで示 し、 表側 は、公

務 員 グ レイ ドで あ る。 上位 グ レイ ドか ら下位 グ レイ ドへ の順 に並ぶ。

図表 の上段 に よ ると、制度上 にお ける基本 給 の最 大増加 額 は、グ レイ ドを とわず 、基本給 の10パ ー

セ ン ト以内 が大多数 を占 める とい って よい。 そ の うちで も、5.1-10%の 増加 額 との回答 が、0.1-5%の

増加 額 との回答 よ りやや 多い よ うに思 われ る。他 方 、IO.1%以 上の増 加額 との 回答 も、それ な りにあ

る。
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図表1-7報 奨給与の最大増加額(地 方公務員グレイ ド別、1993)

(上段は基本給の制度的最大増加額、下段は給与明細書の実際的最大増加額)

7「labl●5.13 Mtrim拗8側4αc畑 ㎡PRPpaym`始 ¢8醐 加西 唖Pθ π・」吻9・●OfPRP

α螂ゐonties)

Maximumamountas%ofbasicsala

(}rade

O.1-5%

No%

ChiefExecutive15306

ChiefOfficer19322
PrincipalOfficer20351

SeniorOfficer18400

Scalel-6staff13361

Manualstaff150.0

(Basesampte68,

5.1.10%

No%

25510

28475

25439

18400

17472

00.0

10.1・15%>15%

No%No%

714.3241

813.6468

1017.5235

715.6244

411.1256

00.Ohl50.0

TotaR

0
1
0
'
7

5

10
2

4
1
5

'3

4

3

ActualPRPpaXmentsas%of口avbm

Grade

o.1・5%

No.%

ChiefExecutivc31775

ChiefOfficer39780

principalOfficer35729 .

SeniorOfficer28778

Scale1-6staff23767

Manualstaff2100.0

(Basesamp～ ε57)

5.1・10%

No.%

820.0

1020.0

1225.0

822.2

723.3

00.0

1④.1・15%

No.%

125

120

121

000

000

000

》15%

No.

0

0

0

0

0

0

Tota}

ω

50

狙

36

30

2

注=

表顕=最 大増加 額が基本給の何パー セン トを 占めるか を示す。

表 側:公 務員 グレイ ドである。上位グ レイ ドか ら下位 グ レイ ドへの順 に並ぶ。

出所:LGIfB[1994:60]
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しか し、図表 の 下段 に よる と、実 際に支払 われ る最 大増加 額は、制度 上 にお ける基本給 の最大増 加

額 を、か な り下回 る。 グ レイ ドを とわず 、O:1-so/.の 増加 額 に収 ま って しま う。す なわち、公 務員間 で

実 際の増加額 にそれ ほ どの格 差 がっ くわ けではない。

この 現象が生 じる理 由 を、 「制度 上の最大 増加 額 を全員が かせ ぐ とい うことはあ り得 ないか ら」 と

調 査報 告書は述 べ ている。それ は、 た しか に一因 であろ う。 しか し、その ほか に、報奨給 与額の決 定

にっい ての実 際の運用 を 、か い ま見せ てい る よ うに思 われ る。 すなわ ち、 ある種 の 「中心 化」現象 が

起 こってい るのでは なかろ うか。 もっ とも、 この調査 結果の みでは何 ともいえず 、 さ らな る研究が 必

要な ところで ある。

図表1-8は 、報奨給 与の決定 について 、誰が誰 を査定 しているか、誰が何の分野 に関与 しているか 、

を示 してい る。

図表1-8報 奨給 与決 定への関与(1993)

Tabte5.1.5

α綱 加 垣 θ母

Individual1Partv

日ectcdMembers

加o'蜘entiPdeciSあ 〃・施zkt'ng(numbers朋dpereentages{ゾ 冊

Apbraisee/A』 「ea

ChiefExecutive

CbiefO正ficers.

OveTallAmOuntofPRP .

Other・Staff.

None

ChiefExe四tiveChiefOffioers

OwnDepartment

OverallAmountofPRP

Other

None

PersonnelManagerOwnStaff

Othcr

No.'%

4766.2

29・..40二8

1723.9

2t-2.8

1521.1

5273.2

4259.2

2028.2

22.8

1014.1

5070.4

2129.6

(Basesamρte71)

注:

第1列(縦 軸):決 定 を下す側の個人/集 団

地方議会議員(?)

市 長 な ど、地方政府の長(?)

人 事 管理部門の長

第2列:査 定す る対象 と分野

市長 など、地方政府の長(?)ノ 各 部の長(?)/PRP原 資 総額/他 のスタッフ/な し

各部の長 く?)/自 分 の部/PRP原 資 総額/そ の他/な し

人事管理部門スタ ッフ/そ の他

出所:LGS{B[1994:61]
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図 表の第1列 は、報奨給 与の決定 を下す側 と して、三者 を取 り上げて いる。E]ectedMe加bers,Chief

Executive,PersonnelManagerで あ る。残 念 な ことに 、前:者 の意 味が必ず しも明確で ない。Elected

llembersと は地方議 会議 員な どの こ とであ ろ うか、 またChiefExecutiveは 、市長な ど、地 方政府 の長

の ことであ ろ うか。

これ ら三者 が査定 す る対 象 として名称 が あげ られて いる公 務員 ない し分野(第2列)は 、いかに も、

もっ ともな公務 員ない し分野 で ある。議 員 は、地 方政府の長 また は地方政府 各部 の長 を査 定す るので

あ り、地 方政府 の長 は、地 方政 府 各部 の長 または 自分 自身 の部局 を査定す るので あ り、人事 管理部 門

の長 は 、その ス タ ッフお よび その他 を査 定す る。 これ らは もっ ともといってよいで あろ う。

興味深 いの は、議 員 ない し地 方政府 の長 が、報奨給 与の原 資総額 の決定に 関与 してい るこ とであ る。

どの よ うに 関与 してい るのか、 は きわめ て興味深 い ところで あるが 、残念 な ことに、 この調査 はそ こ

まで調 べてい ない。

図表1-9は 、報奨給 与 を労働組合 が どのよ うに規制 して いるかを示 してい る。 地 方政府 にたいす る

質 問 に回答 された情 報で あ るこ と、それ に、70の 地 方政府 しか 回答 して いな くて回答率 が低 い ことに、

留 意す べ きであ ろ う。

TabJe5.1.6

TradeUnions

図表1-9報 奨給与 にた いす る労働組合の規制(1993)

Cons"lttnionwithunions`numbersaiutpercentagesofPRPauthorin'es)

Negotiated

COnSillted

hnformed

Notinvolvcd

No. %

710.0

3245.7

2941.4

1319?6

(Basesample7の

出 所:LGMB[1994:62]

労 働組 合 が報奨 給 与 につい てf交 渉」(Negotiated)す る地方 政府 は、10%で あ る。 多い とはい え

な い。 「協議」(Consulted)と 「通知 」(lnformed)が どち らも40%台 であ って、大多数の地方政府

にお け る労 働組 合の 規制 は 、 この 二者 で あ る。 これ らの用語 の定義は 明示 され てない ので、その意味

す る内容 につ いて慎 重 に考 えるべ きでは あ ろ う。 しか し、 この図表1-9に よるか ぎ りでは、労働組合

に よる報奨給 与の 規制 がそれ ほ ど強 くない とも考 え られ る。

と ころで 、 この図 表 の説 明 文 にあた る調 査報 告書の叙 述に 、 きわめ て興味深 い調 査結果が 記述 され

て い る。 つ ぎの とお りであ る(LGMB、1994:62)。

「全体 として 、30(tl2.3%)の 地方 政府 当局は報 奨給 与を再審査す る委員会 を活動 させ、 その委員会
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が給与の分布や額を検討 している。また33.8%が 、決定にたいする再審査請求権を与えている。地方

公務員 が全国協約の適用下に とどまっている地方政府 では、通常の再審査協定が継続 して適用 され

る。」

この記述 と、図表1-9に 示 された労働組合の規制の両者間の関係について、説明はない。 この関係

は、深 く調査 し分析すべきである。図表1-9の みから上述のよ うに考えるのは、必ず しも適切でない

か もしれないからである。 もっ とも、それは今後の興味深い研究課題であろう。

1-4連 合 王 国 に お け るIPRPの 普 及 度.1997

1-iか ら1-3ま での3つ の調査 は、いずれ も1990年 代前半 に実施 され た調 査 であ り、1990年 代前 半

の状 況 を示 してい る。 では 、1990年 代 後半 には、状況は ど う変化 したのか、 しなか ったのか。 それ を

示す と ころの 、本テ ーマの研 究期間に収集 で きた もっ とも最 新の調 査結果 は、図表1-10で ある。

図表HOは 、InstituteofPersonne1&Development(IPD)が1997年10月 に実施 した調 査の結 果

の 一部 を、IPDの 刊行物が紹 介 した もので ある。IPDは 、前述 した よ うに、イ ギ リスにお け る人事労 務

管理 の 専門家 団体で あ る。

図表1-10連 合 王国 における1PRPの 普及度,1997

.EXten曇oflndividG訂perfo栖6ポe-relafed

poyinヤh今UK「 一 一.:. .9-

Y臼"-No

M。n。96mept"::40%60%

Nori・manCigeme`nt・1・25%.ア5%

.d6fihedos"ptedt・poy -or:bOriOsesdete:rminbdby

q.greedind;vidvul。biec↑ives三 一。ndb。5ed。n。large・

・・d・ ・⌒y・ 。rried。 ・fi亘O鎚e・1997 .

Source: .lnsti†uteofPersennel&・Developmen†

丘{所:IDS[1998:1]

図表1-10に お けるIPRPの 定義 は、 「皿eritpayあ るいは合意 され た個人 目標 で決 まるボーナス」 で

あ る。meritpayの 意味 は、1-1で み た よ うに、人事 査定制度 に よって個別従 業員の昇 給に格差 があ る

給与 形態 、と理解 して よい。 「合意 され た個人 目標 で決 まるボーナ ス」の意 味は、明確 でない けれ ども、

MBOな い しは 目標 管理 制度 を用 い 、あるいは、単 に 目標 を合 意設定 して、その達成 度 によって額の異 な

る一 時払 い の金銭 が支払 われ る給与形態 の こ とであ ろ うか。 も しそ うであれ ば、 これ は人事査 定制度
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が機 能す る給 与形態 とみな して よいか ど うか、微 妙 な ところであ る。ともあれ 、図表1-10に お け るIPRP

の 定義 は、meritpayよ りもや や広 い こ とに留 意すべ きである。

図表1-10の 調査 結果(1997年 調査)と 、図表Hの 調査結 果(1990年 調査)を 比較 しよ う。 両調

査 の間 の7年 間で 、IPRPの 普 及度 は ほ とん ど変化 しな かった、 ない しは、微増 した、 とい って よい で

あ ろ う。 す な わち、 図表1-10に お けるIPRPの 定義がやや 広い こ とをっ よく留意すれ ば 、ほ とん ど変

化 しなか った 、 と結 論 で きよ うし、つ よ く留 意 しなけれ ば、微 増 した 、 と結 論 できよ う。

な お 、図表1-10と 図表1-1を 比較す る と、従業 員の 区分 は両者で異 な る。 両者 の異同で、 とくに、

図表1-1に お け る 「事務 の 下層 従 業 員(Clerical/admin/secretaria])」 が、 図表1-10に お け る

management'に 分類 され るか否 かは 、確 かめ るべ きこ とで あろ う。す なわち 、managementを 管理部門 と

理解 すれ ば 、 「事務 の下層 従業 員」の少 な くない部分 が これ に分 類 され る可能性 が あるし、management

を管理 職者 層 と理 解す れ ば、 「事 務の下 層 従業 員」 は これ に分類 されない であ ろ う。 もっ とも、どち

らにせ よ、上 記の 結論 には 、そ れほ ど影響 しな いであ ろ う。

ま た、この図表1-10は 、調査 結果の 一部 に と どま り、全体の報告書 が存在す るはず で ある。私はIPD

に 依頼 し、全 体 の報告 書の 要約(約IOペ ー ジ)を ファ ック スで送信 して も らった。 しか し、残念 なこ

とに 、印字 が薄 く判読 が 不能 で あ った。 そ の後 、全 体の報 告書 が刊行 され たか どうか を確 かめ る機 会

を持 っ ていな い。

2労 働組合の対応

イ ギ リスの労 働組 合 は、 かつ て は 「国 家 の 中の 国家 」 と異名 をつ け られ るほ どのっ よい労働条件 規

制力 を もってい た。 そ のイ ギ リス の労働組 合は 、人事査 定制度 が導入 され た とき、その 人事査定制 度

に、 あ るい は 、人事 査定 制度 に よって個別 従 業員 の昇給 に格 差があ る給 与形態(人 事査 定賃金) 、す

なわ ちIPRPに 、 どの よ うに対 応 したの か。 っ よい規制 力に よって、その導入 を阻止 したの か。それ と

も、 日本 の労働組 合 の よ うに 、 その導入 に賛成 したのか。 これ らは興味深 い点 であ る。

Hee1・yとWarhurstの 両者 は 大学に所 属す る研 究者で あ り、人事i査定制度 に、あるいはIPRPに 、イ ギ

リス労働組 合が 全 体 と して どの よ うに対応 したのか に つい て、質問紙 調査 を行 った。 そ して、『その結

果 を報 告 書 として199・1年 に発 表 した(HeeryandWarhurst[1994])。 両者 は 、代表性 に厳 密 に配慮 し

て質問 紙 を送 付す る88の 労働組 合 を選 び出 し、1993年12月 か ら1994年3月 にかけて質問紙 を送 り、

その59の 労働組 合 か ら回 答 を得た ので あ る。59労 働組合 の内訳 は、TUC傘 下の労働組 合が35 、職 員組

合(StaffAssocjation)がll、 専門職 ・管理 職組合 が13 、であった。 この調査報 告書を紹介 しなが

ら、 イ ギ リス労働組 合 の対応 を考 察 しよ う。

これ までに 、あ る特定 の労働 組 合がIPRPに 対応 した事例な ど、イ ギ リス労働組合の対応 についての

部分 的 な紹介 は 、す でに 日本 に な され た ことがあ る。 しか し、 この 調査報告書 は、イ ギ リス労働組合

の全 体 を調 査対 象 と して、そ の全 体的傾 向 を知 ることがで きるので、きわめて貴重 であ る。
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2-11PRPへ の組 合 員の反応 、労 働組 合の認 識

図表1-11は 、IPRPへ の組 合 員の反応 を、労働組合 が ど う認識 してい るか を示 してい る。 「従業員 は

通 常 はIPRPを 歓迎 す る」が多 く否定 され 、 「組 合員 はIPRPに 反対す る」が多 く肯定 され るな ど、か

な りの程度 、伝 統 的なイ ギ リス労 働組合 の考 え方 が表 明 されてい る。

なお、この調査結果は労働組合に質問 した回答結果を示 してお りい従業員や組合員に直接質問 した

回答結果でない ことに留意すべ きである。

図表1-111PRPへ の組合 員の反応 、労働組合の認識

TableThree

Unlenpefceptionsothowmembe「sfespondtoiPRP{n=55156)
一・

Statement
Strongly

Accepted
Accepted NeutraI Relected

Strongly
Relected

.

εmpbyeeSUSually

welcomeIP白P , 12.5 2t4 35.7 30.4

Membersare

oppos6dbIPRP 30.9 30.9 29.1 9.1

lP即improv6s

rela60nsben舶en 1.8 12.7 45.5 40.0
managememand

empbyees

lPRPincreasesthe

ρayofen、pbyeeS 14.3 35.7 35.7 14.3

8PRPθnoourages

empbyeestoseek 1.8 36.4 43.6 14.5 3.6
unionprotec匂on

Empby6e

9ご16vancesaσe 14.5 36.4 38.2 9.1 1.8
commonunderIPRP

EmPloyees6ee臨le

PQmli純ni㎝ 7.3 27.3 56.4 9.1
mθmb6r曲iponce

theyareonlgRP

lPRPfragments

emρloyeesimefes1S 17.9 55.4 19.6 5.4 1.8

注:

表 顕:強 く肯 定/肯 定/中 立/否 定/強 く否定

表 側:「 従 業員は通 常はIPRPを 歓 迎す る」

「組 合員はIPRPに 反 対す る」

rlPRPは 使 用者 ・従業員関係 を改善す る」

「IPRPは 従 業員の給与 を増加 させ る]

「IPRPは 従 業員 に組合 による保護 を求める よう奨励 する」

rIPRPの も とで は従業員の苦情は よくある」

「従業員はIPRPを 支 持 しても組合員 であることの問題点 をほとん どみ ない」

「IPRPは 従 業員の利害 を分断す る」

出所:HeeryandWarhurst[1994:7]
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2-21PRPと 団 体 交 渉

図表1-12は 、IPRPと 団体 交渉 の関係 につい て、 とりわ けて も使用者側 の態度 を中心 に、労働組合 が

ど う認 識 してい るかを示 してい る。

図 表1-121PRPと 団 体 交 渉

TableFour

IPRPandcollectlvebargaining

(unionswithmembersinIPRPschemes》{n=43・45)

Statement
Very

True

Tru●to

some

extent

False

Employersarepreparedtoconclude
CollectlveagreementsonIPRP 28.9 53.3 17.8

需IOye「S「electnegotiatiOnSOn. 9.1 36.4 54.5

Wehavenego晒atedcollec{ive

agreementson看PRP 40.0 28.9 31.1

Employerswll}o輪rconsUtationbut

notnggotiation .onlPRP 8.9 51.1 40.0

Empbyersareunwi賄ngtorelease

informationonIPRP 6.8 6t4 3t8

lPRPiSuSuallyintroduc8dbyoffering

p6rsonalcontractstohdividuals 20.5 31.8 47.7

lPRP『hasbeenassociatedwiththe

withdrawalofCo目ectivebargaining

ov白rpay

7.0 37.2 55.8

注:

表顕:非 常に正 しい/あ る程度は正 しい/誤 りであ る/

表 側1「 使用者はIPRPに つ いての団体協約を結ぶ用 意がある」

「使用者 はIPRPに つ いての交渉を拒否す る]

「我 々(労 働組合)はIPRPに つ いて交渉 してい る1

「使用者 はIPRPに つ いての協議を 申 し出 るが交渉は申 し出ない]

「使用 者はIPRPに つ いての情報を積極的には明 らかに しない」

「IPRPは 通 常は個別従業員への個別契約の 申 し出に よって導入 され る」

fIPRPは 賃 金についての団体交渉の中止 と結 びついてい る」

出所:Heeryand"'arhurst[1994:10]

一方 で は
、 「我 々'(労 働組合)はIPRPに つ いて交渉 して いる」 やf使 用 者はIPRPに ついての団体

協約 を結 ぶ用意 が あ る」 を 「非常 に正 しい」 または 「あ る程 度 は正 しい」 と回 答す る労働 組合 が多数

を しめ る。 この回答 に注 目す る と、 それ はイ ギ リス労働 組合 の伝統的 なつ よい規 制力 を示す ともい え

る。

他 方 では、お な じこ とを裏 側 か らみれ ば、 これ らの 命題 に1誤 りで ある」 と回答 す る労働組合 が、

無視 で きるほ ど少 ない とは いえな いこ とになる。 また、 「使 用者 はIPRPに ついての交渉 を拒否す る」
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を 「非常に正 しい」または 「ある程度は正 しい」 と回答する労働組合が半数近 くも存在す る。このよ

うな少な くない労働組合は、IPRPに ついて団体交渉 をもち団体協約を結ぶことについて使用者側のつ

よい抵抗にあい、IPRPに ついての団体交渉が困難iになるか不可能 となっている労働組合である。

このよ うに、丙種の労働組合 ない しは労使関係がイ ギリスに存在す ること、すなわち、一方では、

労働組合がっよい規制力をもち、それを容認する使用者 が存在す るが、他方では、労働組合が規制力

を うしないっつあ り、労働組合の規制力を否定する態度をとる使用者が存在すること、これが現在の

状況であろ う。そ して、これまでのイギ リス労使関係 史をふ りかえると、後者の労働組合ないし労使

関係が増加 しつつあると考えてよく、これがイギ リス労使関係の変容を示唆するであろ う。

2-31PRPと 団 体 交 渉

図表1-13は 、IPRPに ついて の労働組合 の政策 を示 してい る。

図表1-131PRPに ついての労働組合の政策

↑ableSix

↑radeunionpoilcyonIPRP

Po日cy Nos PerCent

ObPosedandcommittedtoresistance 16 26.2

OpposedbutpreparedtoaccepUPRP 26 42.6

Pragmatic,neitheropPosednorinlavour 10 16.4

SupPortive,readytoacceptIPRP 4 6.6

SupPortive,theorganisatbnadvocates

lPRP 1 1.6

Therθisnopo員cyonIPRP 4 6.6

Total 61 100

注:

表 顕:労 働組合数/パ ーセ ン ト/

表 側:「 反対 し抵抗 した」

「反対 したが、IPRPを 受 け入れ るよ う準備 した」

「プラ グマテ ィクで、反 対で も賛成 でのない」

.「支持 し、IPRPを 受 け入れ ることができた」

「支持 し、組織 と してIPRPを 主 張 した」

「IPRPへ の政策が ない」

出所:HeeryandSVarhurst[1994:13]
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IPRPに 「反対 し抵 抗 した 」労働組 合は26,20/oで あ り、 「反対 したが、IPRPを 受 け入れ る よ う準備 し

た」 労働組 合 が42.6%で あ って 、合計す る と、約70%の 労働組合がf反 対」であった ことを認識 して

い る。

この こ とは、日本 の労働組 合の 多 くが人事 査定制度 の導入 に反対せず 、人事査定制度 を受容 した こと

(遠藤公 嗣[1999:127-132])と は、決 定的 な違 いであ ろ う。 日本 の労働組 合の多 くが とった態 度は

「支持 し、IPRPを 受 け入れ る ことがで きた 」ない しは 「支持 し、組織 としてIPRPを 主張 した」に匹敵

す る と考えて よい か ら、それ ら態 度は、イ ギ リス労働組合 では少数 であ る。

ところで 、 「反 対 したが、IPRPを 受 け入 れ るよ う準備 した」の 「準備 した(prepared)」 とは 、何

を意味す るのだろ うか。preparedと の 単語 は、readyと の単語 が 「喜ん で(受 け入れ)る 」 とのニ ュア

ン スが あるの と異 な り、そ うい ったニ ュアンスはない。 したがってprepareと は、団体交渉や団体 協約

な どによって、労働組 合のカの及 ぶかぎ りの規制をIPRPに 加 えた、 との意味に理解す るの が妥当であ

ろ う。

2-4従 業 員 業 績 へ のIPRPの 影 響 、労 働 組 合 の 認 識

図 表1-14は 、従 業員業績へのIPRPの 影 響 を、労働組合 が どう認識 してい るか を示 して いる。

図表1-14従 業員業績へのIPRPの 影響、労働組合の認識

TabteSeven

Un‖onpe「ceptlon8ettheemp8ctoftPRPonemptoyeepertOfmance

(n=5巨)

Statem6nt
Strongly

AcceptOd
Accepted Neutral Relected

Stroogly

剛ected

IPRPimproves

empk}yeep6斤or・ 5.4 16.1 35.7 42.9
mance

1PRPha31耐le

lmpactonem園oyee 23.2 51.8 8.9 14.3 1.8
pe汀o…

Em幽yoes8reo血en

demoUvatgdbyIPRP 37.5 41.1 17.9 t8 乱8

川s}伽 ρossible`o

oblec駈vθbmeasure 30.4 44.6 10.7 14.3
i杣岨 面pe市r・

ma「K冶

lP只Pdiscouragθs

team醇orking 33.9 42.9 12.5 8.9 乱8
.・

注:

表 顕:強 く肯定/肯 定ノ 中立/否 定ノ 強 く否定

表側:「IPRPは 従 業員の業績 を改善す る」

「IPRPは 従 業員の業績にわずか しか影響 しない」

「従業員は しば しばIPRPに よ ってモー チベーシ ョンを低下 させ られる」

「個人の業績 を客観的に測定することは不可能 である」

「IPRPは チ ーム労働 を奨励 しない」

出所:HeeryandiYarhurst[1994:17]
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「IPRPは 従業 員の 業績 を改 善す る」に否定 が多 く、 「IPRPは 従業 員の 業績 にわずか しか影 響 しない」

と 「従 業員 は しば しばIPRPに よってモー チベー シ ョンを低 下 させ られ る」 に肯 定が 多い。IPRPは 、従

業員 の業績 に正 の影 響 を及 ぼ さないけれ ど も、逆 に 、従 業 員のモ ーチ ベー シ ョンに負 の影 響 を及 ぼす

可能性 があ る、 これ が労働 組合 に よる認 識 であ る とい って よい。

「個 人の 業績 を客 観的 に測 定す る こ とは不 可能 で ある」 に肯定 が 多いの は 、イ ギ リスでは 出来 高に

よ って個別 従業員 の昇給 に格 差 があ る給 与形 態(個 人 出来 高賃金)が 現在 もなお少 な か らず 用 い られ

る こ と(本 論 文の1-iを 参照)を 想起す る と、わか りやす い。 出来 高賃 金は 、個人 のそれ で あれ集 団

のそれ であれ 、業績 が容易 に測 定で きる とい う条件 の ある労 働 にのみ 用い るこ とがで きる。 す なわ ち、

個 人出 来高賃金 は 「個人 の業績 を客観 的 に測 定す る こ とが可能 で ある。 」 ところが、IPRPす なわ ち人

事 査 定制度 に よっ て個別 従業 員 の昇給 に格差 が あ る給 与形 態 は、 どれ ほ ど制度 を工夫 して も、人事 査

定制度 の本 来的性 格 か ら して主 観的評 価 の面が残 るこ とは さけが たい。 個 人 出来高 賃金 にお け る測定

の可能性 を想 起す る ゆえに 、それ とは明 白に異 な る ところの 、IPRPに おけ る測定 の不 可能性 を、労働

組 合 はつ よ く認 識す るのであ る。

「ll〕RPはチー ム労 働 を奨励 しない」 に肯定 が多 い こ とは、 イ ギ リスの状況 下 では納得 的で あ る。 イ

ギ リス労働 組合 は 、お よそ っ ぎの よ うに考 えた と推 測で き る。 す なわ ち、 チー ム労 働 すな わ ち作業チ

ー ムの構成 員 間の 協同 労働 は
、 生産効 率 を向上 させ る うえで きわ めて重 要 であ る、 と ころが、 このチ

ー ム労働 に従 事す る労働者 にIPRPが 導入 され ると
、チー ム構 成 員の間 に競争 関係 が生 まれ るで あろ う、

この 競争 関係 は、 チー ム構 成 員 の間の 協 同を阻害 す る こ とは あ りえて も、奨励 す る こ とは ない であ ろ

う、 と。

チ ーム 労働では チー ム構成 員問 の協 同 と競争 が両 立 しな いか もしれ な い ことは、IPRPの よ うな人事

査定 を利 用す る人 事管 理制度 が は じめて導 入 され る とき、 あるい はチー ム労働 制度 が は じめて導 入 さ

れ る と き、必ず とい って よい ほ ど問題 視 され る。 ところが1」本で は、人 事査 定 もチー ム労働 も広 く導

入 され てい るに もかか わ らず 、チー ム労働 にお け る構 成 員間 の協 同は 、他 の先進 工業 国 にお けるチー

ム労働 にま して 、進 展 してい る と認識 され て いる。 いわ ば、 協同 と競争 が 両立 して い るの で ある。 な

ぜ なのか。

その回 答 を一言 で言 えば、 日本企業 にお ける年功 的人 事管 理制度 な い しは賃金制 度 の存在 が 両立 を

可 能 と させ たので あ る。 す な わ ち、 日本 にお ける年 功的 人事 管理 では 、競争 はチ ー ムの構成 員 の間 で

はな く、同 時入社 の 同期生 の間 で行 われ る。 ところが 、あ る…つ のチー ム に同期 生が 配属 され る こと

はほ とん どない。 したが って 、チー ムの構 成員 問 で競争 関係 が生 まれ ない。 む しろ、 人事査 定制度 の

評 価項 目では 「協調性 」 が他 の先進 工業 国 にお け る よ りも重 視 され るか ら、チー ムの構 成員 間 での協

同は、 それ だ け奨 励 され る程度 がつ よい とい える。 日本 企業 にお け る年 功 的人事管 理 では 、協 同す る

集 団 と競 争す る集 団 が、い わ ば分離 され てい るので あ る。

日本企 業にお け る協同 と競 争 の両立 関係 は 、私 の知 るか ぎ りで は、 ロナル ド ・ドー アが1974年 には

じめて明 確に述べ た(岩 田龍 子[1977:164-167])。 しか し、その後 にな って も、 これ を理 解 しない
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議 論 は く りか え され てい る(た とえば 、青木 昌彦[1992:93-94])。

2-5従 業 員 業 績 へ のiPRPの 影 響 、 労 働 組 合 の 認 識

図表1-15は 、IPRPの 公正 さを、労働 組合 が ど う認識 してい るか を示 して い る。

図表1-151PRPの 公正 さ、労働組 合の認識

TableEight

UnionvleWSonthetairne8sotIPRPscheme5(n;56}

Statement
Strongly

Accepted
Accepted NeutraI Relected

Strongly
Relected

{PRPisa励syst㎝

olpayment 3.6 19.6 26.8 50.0

lPRPk}adsto

favour由smand 26.8 53.6 12.5 7.1

unfalrnessinthe

distnbutionof

rgwards

The「61sast「ongnsk

ofsexdlscriminati◎n 21.4 37.5 35.7 3.6 1.8
剛thIPRP

lPRPle【1dsto霊avour
・

mor8senlor 14.5 27.3 45.5 7.3 5.5
employees

Thefairest⑤ys{eπIof

payme耐sthe 34.5 30.9 25.5
'7

.3 1.8

standardr蛮eforthe

`ob

T}鳴 αganlsaUon

shouldbem訓ly 16.7 44.4 14.8 20.4 3.7
concemedW日h廿1e

broadmassof

8mployees,nαw而

thehＬgMyerswho

bene61fromlPRP

注:

表顕:強 く肯定/肯 定/中 立/否 定/強 く否 定

表側:「IPRPは 公正 な給与制 度である」

「IPRPは 依 枯 贔贋(え こひ いき)に つなが り、報酬分布の不公正 となる」

rIPRPに は性 差別 のっ よい危険があ る」

flPRPは 年 長従業員に有利 とな りやすいj

f公 正 な給与 制度 とは、職 務に標 準賃金率 を定める ことである」

「組織 は従業 員全体に主な関心を持つべきであ って、 、

IPRPで 恩 恵 を受 ける好成績従業員にのみ関心 を持つべきでない」

}ts所:}{eeryandWarhlli'st[1994:18]
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「IPRPは公正な給与制度である」に否定がきわめて多 く、 「IPRPは依枯贔屓(え こひいき)に つな

が り、報酬分布の不公正 となる」に肯定がきわめて多い。イギ リス労働組合の伝統的考え方 として、

よく理解できる ところである。

注 目したいのは、flPRPに は性差別のつよい危険がある」 とい う命題が調査項 目に掲げられること

であ り、さ らに、労働組合がこの命題 を相当程度に肯定することである。 この調査 もそ うであるが、

IPRPの 導入に関するイギ リス文献でしば しば 目につ くことは、IPRPの 導入 と男女性差別 と間の関係 に

高い関心が示 され ることである。 この高い関心は、私の考えでは、当然である。 日本の人事査定制度

の状 況か ら考えれば、人事査定制度が男女性差別 を拡大 し固定化する危険をもつ ことは、容易に理解

で きるか らである。私の考えとほぼ同様の考えか ら、この調査項 目が立て られ、それを労働組合に質

問するのは当然 とされたのであ り、労働組合 もまた質問 されるのを当然 とした、 と私は思 う。

しか し、 日本の通常の社会意識か らは、この高い関心はそれほ ど当然でない。おそ らくは、この調

査項 目が立て られること自体が 日本では理解 されないであろうし、ま して、それを労働組合に質問す

ること自体が 日本では理解 されないであろ う。 したがって、労働組合 もまた回答するのが当然とはま

ったく理解 していなくて、あえて回答 しても、否定す る回答がかな りの多 さになるよ うに思われる。

日本 とイギ リスの事情の違いを私は意識せ ざるをえない。

さて、イギ リス労働組合の伝統的考え方 として、flPRPは 公正な給与制度である」に否定がきわめ

て多く、 「IPRPは 依枯贔屓(え こひいき)に っなが り、報酬分布の不公正 となる」に肯定がきわめて

多いのは よく理解できるに しても、その伝統的考 え方に労働組合は何の迷いもないのであろ うか。そ

うでなく、労働組合はある種の迷いもまた感 じているように、私には思われ る。それを うかが うこと

のできるのが、最後の命題 「組 織は従業員全体に主な関心を持つべきであって、IPRPで 恩恵を受ける

好成績従業員にのみ関心を持つべ きでない」への回答である。 この回答で、肯定が多いのは伝統的考

え方にそ うものといってよいが、否定もまた20%を こえることは、無視できない。人事管理の個別化

はイギ リスで も進行 している し、これが進行するならば 「好成績従業員」の処遇 を考慮 しなければな

らない、 しか し、その考慮は労働組合の伝統的な考え方には反する、 この迷いを私は感 じる。 これ ら

の考 え方が労働組合の政策な り態度 として として どう調整 されているのかは興味深い論点であるが、

それは今後の研究課題であろ う。
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2-6jPRPに 反 応 した労 働 組 合 の 活 動

図表1-16は 、IPRPの 導入に反応 して、労働 組合が どの よ うな活動 を行 ったかを示 してい る。

図表1-161PRPに 反応 した労働組合の活動
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8PRP 42 72.4 37 86.0

CirCu}atθdbcalbranc油50n

lPRP 36 63.2 30 71.4

ResolutiOnonIPRPatnatiOnal

coof研en◎ θ 35 60.3 29 67.4

lSSU6dgU㎡el{n8sfo「negOむato「 ⑤

onlPRP 33 55.9 26 59.1

Pψblis蝸pampt～ ㎏1 2ら 42.4 22 51.2

P∫esθ 川ed6v泊ence`oapay

5ev伯wbody 24 40.7 19 44.2

Advisedmemb6rsnottoaccepl

persol違lcont∫ac15withIPFIP 18 39.6 12 28.6

SU《 ～eyofmembθrawiludesto

lPRP 21 35.6 18 41.9

Organlsedt「aln}ng「or

nθgoむatorson'PRP 20 33.9 16 37.2

εstajbllshedanadvisory鵠rvl◎e

forn時mbersonpe「sonal

Cθ川ractSW随bIPRP

16 27.6 14 33.3

Passeda爬s◎bli⑩onIPRPat

regionaUlndUSlrialconler8㏄e 10 18.9 10 26.3

しogalacOon取)dtminalesex

d壺cnminaoonlfomIPRP 7 11.9 7 16.3
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d1SCnmil聰Uonl`omIPRP 2 3.4 2 4.7

ilndu創hd鋤 鍋
2 3.4 2 4.7

注:

表 顕:全 組合(数/%)IPRPを 支 払われ る組合員のい る組合(数/%)

表 側:と った活動

「全国執行委 員会 でIPRPを 議 論 した」

「IPRPに つ いての雑誌記事を公 刊 した」

「IPRPを 支 払われ る地方支部を巡回 した」
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「全国大会でIPRPに つ いての決議 をあげた」

「IPRPに つ いての交渉員 むけの ガイ ドライ ンを発行 した」

「パ ンフレッ トを発行 した」

「給与再検討組織 に証拠 を提出 した」

flPRPが か らむ個別 契約 を受 け入れ ない よ う組合員に助 言 した1

「IPRPに た いす る組 合員の態度 を調査 した」 一一

「工PRPに つ いての交渉員むけの研 修を組織 した]

「IPRPが か らむ個別契約 について組 合員に助言す るサービスを開設 した」

「地域別/産 業別の会議 でIPRPに っ いての決議を可決 したj

「IPRPか ら性差別 を除去す る法的措置を とった1

flPRPに つ いての交渉の情報を入手す る法的措置を とったj

IIPRPか ら人種差別 を除 去す る法的措置 をとったJ

「争議行為を行 った」

出所:HeeryandWarhurst[1994:20〕

`

図表1-16は 、労働組合 の とった横 文な活動 が命題 になって いて、その命題 の活動 を とった と回答 し

た 労働組 合 の多い順 に、上か ら下へ 並 んでい る。 したが って 、下位 ほ ど、そ の命題 の活動 は と られ て

いな いこ とに な る。

「争議 行為 を行 った 」は最 下位 であ るか ら、 この 図表 に列挙 され た活 動 の中で は、 もっ とも労働組

合 が行 わなか った活 動であ る。 「IPRPか ら性差 別 を除去す る法的措置 を とった」 な ど、3種 の 「法的

措置 」 も同 じく下位 にあるが 、 これ ら3種 の 「法的措 置」が 「争 議行為」 よ り上位 であ るこ とは留意

す べ きであ る。IPRPの 導入 は人事 管理 の個別 化 と密接 に関連す る と考 えるな らば、個別 化 され た人事

管理 を規制す るには、 労働組 合 の規制 力がつ よい はず のイ ギ リス で さえも(と い うべ きか)、 「争議

行 為 」は 「法的措 置」 よ りも有 効で ないの か も しれ な い。 この よ うに指摘 す るの は、 「ま してや 日本

にお いておや]と の 考 えが私 に あるか らで あ る。

また、3種 の 「法的措 置」の うちの2種 が、 「性 差別 の除去」 「人種 差別 の除去」のた めであ るこ と

は 、注 目して よい。 個別 化 され た人事 管理 の も とで これ ら差別 を除 去す るに は、 「争議 行為 」 よ りも

「法 的措置」 が 、少 な く ともよ り有効 なのか も しれ ない ことを示唆 す るか らであ る。

その 他の活 動は 多様 に行 われ て いる、 とい うのが印 象 的であ る。 情報 を組合 員 な どに提 供す る広報

活動 が多 い よ うであ るが 、人事 査定 制度 ない しはIPRPの 特 徴がイ ギ リスの労働組 合員 によ く知 られ て

い ない とい う状 況を考 えれ ば、 当然の活 動か も しれな い。 もっ とも多様 な活動の 中では、 「IPRPに つ

い ての 交渉員 むけのガイ ドライ ンを発行 した」 とか 「IPRPに つい ての交渉員 むけの研修 を組 織 した」

が 、 とくに注 目 され よ う。 これ らの活動 は 、団体交渉 をつ うじた規制 がつ よ く意識 され て い るか らこ

そ の、 労働組 合 の活動領域 で あ ろ う。
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2-7労 働 組 合 の 対 応 の 要 約

この調 査報告 書は 、イ ギ リス労働組 合の対応 につい て、報 告書の最 初でつ ぎの よ うに要約 した(Heery

andWarllurst[1994:1])。 以 下は、その翻 訳で ある。

IPRPの 労働組 合への 影響

ほ とん どの労働組 合は 、その組合 員の少 な く ともあ る部分 がIPRPを 支払 われ てい て、ほ とん ど

の労働 組合 は 、IPRPの 普及 を重要 な政 策上 の係 争点 とみな してい る。労働組合 が報告す る ところ

では、IPRPを 規制 す る労働協約 の獲 得に 労働組 合 はかな りの成功 を収 めて・いる。 しか し、IPRPを

導 入 しよ うとす る経営者 は、労働組合 の介 入 を最 小限 に しよ うと して い る。調 査結 果に よれ ば、

労働組 合 を承認 しない、 あ るいは無視 す る傾 向が 、使 用者の 問で強ま ってい る証拠 が ある。

労働組 合 のIPRPへ の態度

労働 組合 の過半数 はIPRPの 使用に反対 だが 、IPRP阻 止 の争議に突入 した組 合は ごくわずか で

あ り、その主 要な態度 は、使用者 と労働 協約 を結ん でIPRI)の 実施 を規制 しよ うとす ることである。

それ に加 えて、IPRPが 適 用 され た組 合員 個々に助 言を与 える活動 を開 始 し、IPRPの 実施を規制 す

るために雇用 差別 禁 止法 を利用 しよ うと し、IPRPは 好 ま しくない ことを、労働 者 、使用者 、政府

に説 得す るキ ャンペー ンを展開 している。

労働組 合 のIPRPへ の影響

組合 はIPRPに 影 響 され るばか りで はな く、逆 に、IPRPの 内容 と実 施 を形成 す るこ ともで きて

いる。組 合 は3っ の方 法でIPRPに 影響 しよ うと してい る。第1。 査 定プ ロセ スを規制 して、労 使

間 で合 意 したル ール と手続 きによって 、会社 の意志 決定 に確 実 に縛 りをかけ よ うとしてい る。第

2。IPRPが 適用 され た組 合員 の金銭的 リスクを減 少 させ よ うとしてい る。その 方法は 、た とえば、

年次 報奨給 与に代 え て、では な く、年次報奨 給与 に追加 して、査 定給 与 が支給 され る ことを保証

す る ことであ る。 第3。 不満 を訴 え る手続 き上の権利 を確保 し、査 定給 与の分 布状況 にっ いての

情報 を入手 し、IPRPに つ いて会社 と共同 して再検討 しよ うと してい る。3っ すべ ての面で、組合

はそ の 目的 をか な りの と ころ まで達成 で きた と報 告 してお り、組 合の 介入 によ って(個 人)給 与

と(個 人)業 績 は よ り強 く結 びつ き、IPRPの 実施 はよ り公 正 になった と思 われ、る。

この要約 は納 得的 で ある。 しか し、なお必 要な こ とは、現 地の イギ リスに立地す るイ ギ リス企業 の

フ ィール ドワー ク調査 で あ る。 これ によ って、質 問紙 調査 では知 る ことの で きな い内情 をあき らか に

できる可能性 が ある。 私 のイ ギ リスにけ る在外研 究の機会 に、それ が実施 できれ ば幸い である。
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